
国連気候変動枠組条約に参加するすべての国が、温暖化問題に取り組むための
仕組み

（出典）国連気候変動枠組条約事務局HPより

パリ協定（COP21で採択：2016年発効、2020年本格始動）

■「IPCC※ 第６次評価報告書統合報告書」（2023.3公表）
温暖化を1.5℃と2℃に抑えるには、急速かつ大幅で、緊急に温室効果ガスの排出を削減する必要があ

ると報告
※：気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate Change）の略。世界気象機関（WMO）及び国連環境計画（UNEP）により

1988年に設立された政府間組織。気候変動に関連する科学的、技術的及び社会・経済的情報の評価を行い、報告書を作成、公表する。

■COP28 第１回グローバル・ストック・テイクの実施（2023.12）
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ｽﾄｯｸ･ﾃｲｸ：パリ協定に掲げる目標達成に向けて、世界全体の進捗状況を評価
「1.5℃目標の達成に向けて行動が必要である」旨を改めて強調

■COP29 気候資金に関する新規合同数値目標（NCQG）の決定（2024.11）
「2035年までに少なくとも年間3,000億ドル」の途上国支援目標を決定

世界の動向

国の動向

■第７次エネルギー基本計画の策定（2025.2.18）
日本を取り巻くエネルギー情勢の変化を踏まえつつ、政府が新たに策定した温室効果ガス削減目標
と整合的な形で、「第７次エネルギー基本計画」を策定

■地球温暖化対策計画の改定及び国の次期NDCの策定（2025.2.18）
温室効果ガスの排出削減目標を定める「地球温暖化対策計画」の見直しを行い、
パリ協定に基づく次期NDC（各国の温室効果ガス排出削減目標）を国連に提出

 

世界の動向（パリ協定）
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「世界の気温上昇を、産業革命以前に比べて2℃よりも十分
低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求すること」
「世界の気温上昇を、産業革命以前に比べて2℃よりも十分
低く保つとともに、1.5℃に抑える努力を追求すること」

地球温暖化に関する国内外の動向
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エネルギー需給の見通し

2030年度におけるエネルギー需給の見通し（令和3年10月）及び2040年度におけるエネルギー需給の見通し（令和７年２月）より、北九州市作成

「エネルギー基本計画」を踏まえ、2030年度、2040年度のエネルギー需給構造の見通しが定められ
ており、発電電力量及びその電源構成の内訳などが示されている。
2040年度には、電源構成の約半分を再生可能エネルギーが占める方針となっている。

出典：地球温暖化対策計画の概要（令和７年２月）

（参考）2040年度の電源構成（第７次エネルギー基本計画）
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国の次期削減目標（NDC）
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出典：環境省資料

（参考）主要国の温室効果ガス削減目標（NDC）
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改定の方向性（案）

20



■国内外の動向の変化 ■国の地球温暖化対策計画の見直し
■市・新ビジョンの策定、市・環境基本計画の改定

【市】 基本構想・基本計画

【市】 環境基本計画

【世界】 次期ＮＤＣ（ＣＯＰ）

【国】 地球温暖化対策計画

【市】 地球温暖化対策実行計画

部門別計画

・
・
・
・
・

【市民等の行動指針】

環境首都

グランド・デザイン

基本理念※を継承

【国】 気候変動適応計画

（気候変動適応法）

・
・
・
・
・

北九州市世界・国

地方公共団体実行計画

（区域施策編・事務事業編）

地域気候変動

適応計画

１ 環境先進都市としてふさわしい2035年と2040年の削減目標※を設定

※2013年度からのフォアキャスト及び2050年ネット・ゼロからのバックキャストの両面から設定

※基準年度は、国の地球温暖化対策計画と整合を図り、2013年度から変更しない

２ 本市の持続可能な発展（家庭や企業にとって持続可能な社会経済システムの構築）のための施策の実施

（例：市民の脱炭素行動を促す広報・普及啓発、本市の強みを生かした再エネ・水素・サーキュラーエコノミーなどの先進的な取組 など）

３ 「脱炭素社会の実現」に対する、市民や事業者の理解度向上

→2030年～2050年の社会を具体的にイメージできるよう、計画をより分かりやすく作成

現行計画の考え方（環境と経済の好循環）を踏襲しつつ、

国内外の動向やサステナビリティ（持続可能性）の視点を踏まえ、

2050年ネット・ゼロの実現に向けた環境先進都市としてふさわしい計画とする。

（計画期間 ： ２０２６年度～2040年度）

改定の必要性
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R7.2提出

R7.2改定

R6.3策定

R6.10策定

今回改定

改定の方向性（案）
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脱炭素社会を実現（温室効果ガス排出量の削減）し、
「環境と経済の好循環」へ

脱炭素社会を実現（温室効果ガス排出量の削減）し、
「環境と経済の好循環」へ



４月１１日（金）北九州市環境審議会での主な意見

〇市の地球温暖化対策実行計画は、国の政策に沿う目標より、
市として責任が持てる政策についての目標が大事であり、
KPIなどで分かるようにしてほしい

○市の地球温暖化対策実行計画の中に、
サーキュラーエコノミーの観点も入れてほしい

今後のスケジュール（案）

環境審議会（第１回目）
・現行計画の概要・進捗状況
・科学的知見・国内外の動向
・改定の方向性（案）

環境審議会（第２回目）
・計画骨子
・温室効果ガス排出量の現状と将来推計
・緩和策

環境審議会（第３回目）
・削減目標
・市役所の率先実行
・気候変動適応策
・環境国際協力

環境審議会（第４回目）
・計画素案（パブリックコメント案）のとりまとめ

環境審議会（第５回目）
・環境審議会より答申

令和７年度

令和８年度

〇環境審議会を全５回開催予定

次回審議予定

～パブリックコメントの実施～令和７年度末
～令和８年度

今回
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